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   開     議 

 

 

○浅野敏明議長 おはようございます。 

 これから本日の会議を開きます。 

 本日の会議に欠席の通告議員は、ございませ

ん。 

 よって、ただいまの出席議員は定足数に達し

ております。 

 なお、鈴木幸浩子育て推進課長から欠席させ

てほしい旨の届出があり、尾久宣行子育て推進

課補佐が出席しておりますので、ご報告いたし

ます。 

 なお、渡部秀樹議員から資料の配付について

申出があり、会議規則第150条の規定により許

可いたしましたので、ご報告いたします。 

 本日の会議は、配付しております議事日程第

４号をもって進めます。 

 

 

 日程第１ 市政一般に関する質問 

 

 

○浅野敏明議長 日程第１、市政一般に関する質

問を昨日に引き続き行います。 

 それでは、順次ご指名いたします。 

 

 

 渡部正之議員の質問 

 

 

○浅野敏明議長 順位11番、議席番号３番、渡部

正之議員。 

  （３番渡部正之議員登壇） 

○３番 渡部正之議員 おはようございます。 

 清和長井の渡部正之です。３月定例会一般質

問をさせていただきます。 

 私からは、遊びと学びの交流施設「くるん

と」における子育て支援事業についてと、今後

の自主財源確保について、広域的道路網整備に

ついての３項目で７点質問いたします。 

 総務省の推計によると、昨年４月１日時点で、

日本の15歳未満の子供は男子が751万人、女子

が715万人で、合計1,465万人となり、昨年より

25万人少なく、子供の数は昭和57年から毎年減

り続けていて、41年連続の減少となっており、

年齢別では12歳から14歳までが323万人、９歳

から11歳までが313万人、６歳から８歳までが

301万人、３歳から５歳までが278万人、ゼロ歳

から２歳までが251万人で、年齢層が下がるほ

ど人数が少なくなってきております。 

 また、総人口に占める子供の割合も11.7％と、

48年連続の低下となりました。 

 このような中、本年４月にこども家庭庁が発

足するなど、子育て支援策については国、地方

がさらに充実、強化を図ることが求められてお

ります。 

 近年、ひとり親家庭割合の増加、就労形態の

多様化などにより、子育て支援に関するニーズ

は増加し、待機児童や子供の貧困が社会問題と

なるなど、子育てを取り巻く環境は変化し続け

ています。国の令和４年度第２次補正予算にお

いて、全ての妊婦、子育て家庭が安心して出

産・子育てができる環境整備に向けて、出産・

子育て応援交付金が創設されました。 

 本市では、妊娠期から出産・子育て期まで切

れ目なく身近で相談に応じ、様々なニーズに即

した必要な支援につなぐ支援の在り方として、

伴走型相談支援では、妊娠届け出時に妊婦さん

が安心して出産を迎えられるよう保健師が面談

を行い、「子育てガイド（妊娠期）」を用いて、

出産までの手続や生活について見通しを立て、

妊娠・出産について心配なことの相談や、乳児

訪問により出産後の育児の悩み、疲れに寄り添


